
＜企業の皆様へ＞

農業に参入してみませんか！

関東農政局では
企業の皆様の農業への参入を
推進しています

リース法人として農業を継続している企業は、4,121社。

平成21年の参入全面解禁後、それまでの５倍のペースで増加！

親睦融和
食や自然・農業体験を通じた

社内の元気づくり

要件
リース方式 所有方式

法人形態 自由
※すべての株式会社がOK

株式会社（株式譲渡制限があるものに限る）、合
名会社、合資会社、合同会社、農業組合法
人（農協法）

事業 自由
※これまでに農業をやっていなくてもOK

売上高の過半数が農業（販売・加工等を含む）

構成員 自由
※農業者以外が100%出資でもOK

農業関係者が総議決権の過半を占めること

役員
役員等の１人以上が農業（販売等を含

む）に常時従事すること

・役員の半数が農業（販売・加工等を含む）
の常時従事者（原則年間150日以上）であ
ること
・役員又は重要な使用人の１人以上が、法人
の行う農業に必要な農作業に従事（原則年
間60日以上）すること

その他

・農地を適正に利用していない場合
は賃貸借の解除をする旨の契約が
書面で締結されていること
・地域の農業者との適切な役割分担
の下に継続的かつ安定的に農業経
営を行うと見込まれること

ー



企業名：アルプス運輸建設株式会社

取組 ：定年を迎えた従業員の再雇用確保
のため、遊休化の恐れがある農地
を借り受け、農業に参入

｜運輸業・郵便業

企業名：株式会社平成エンタープライズ

取組 ：CO2排出が多いバス会社のため、
地域や環境に貢献したいとの思い
から、農業法人を設立し農業に
参入。いちご園を開設し、いちご狩りバスツアーなどを実施

｜運輸業・郵便業

企業の皆様による取組のご紹介 （令和７年６月時点）

企業名：イオンアグリ創造株式会社

取組 ：イオンのプライベートブランドとして、
農作物を生産から店頭販売まで一貫して
管理し、安全・安心な生鮮食品の提供
や「朝採れ野菜」など高付加価値化を目的に参入

｜卸売業・小売業

詳しい取組についてはこちらから→

お問い合わせ・ご相談窓口

「農業への参入」をお考えの企業等の皆様は、
右記二次元コードからお気軽にご相談ください。

窓口はこちら↓
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